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論    文    の    要    旨 
 
1964 年 10 月の中国による核実験を契機に、ジョンソン（Lyndon B. Johnson）政権では、世界的な
核拡散への危機意識が高まった。同政権にとり、核拡散をどのように防止するかが大きな課題となった。
他方、米国政府にとり、1950 年代後半以降、西ドイツによる将来的な核武装も心配の種であった。米国


























1950 年代からジョンソン政権初期の 1964 年を中心とする停滞期である。この時期における各アプロー
チに関する取り組みついては、第 1 章と第 2 章で考察している。次の局面は、1965 年を中心に、当初難
航していた両アプローチの取り組みに変化の兆しが表れ始めた時期であり、第 3 章と第 4 章で分析され






構想が 1960 年代初頭から MLF 構想として具体化する。しかし、同構想について、多くの同盟国が消極










変化の兆しが現れた第二の局面を扱う第 3 章及び第 4 章では、以下のような分析と議論が展開されて








ギルパトリック委員会の提言が限定的に採用され、ACDA を中心とする NPT 等の多国間条約の締結に向
けた取り組みと、国務省を中心とする潜在的な核開発国との 2 国間措置の検討作業が並行的に進められ
ていく。さらに NPT 交渉においても、英国政府の積極的な姿勢を背景に、1965 年 8 月、米国の条文草
案が初めて作成される。しかしながら、同年 9 月に提示されたソ連側草案が NATO 核シェアリング自体
を禁止する内容であったために交渉が再び停滞する可能性が高まる。 
最後の局面を扱った第 5 章と第 6 章では、次のような分析と議論を展開している。即ち、第 5 章では、
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1966 年 3 月、同盟アプローチに関する取り組みが、フランスによる NATO 軍事機構脱退通告を契機に





第 6 章では、モスクワも受け入れ可能な同盟アプローチ方式が完成したことを受け、NPT の第 1 条・
第 2 条の成立という形で、多国間制度アプローチが大きく進展する過程を考察している。即ち、1966 年
5 月以降、3 回目となる中国核実験を背景に、NPT 締結に向けた取り組みが次第に本格化していく。ま
た2国間・戦術核シェアリング制度及びNPGについては実質的に反対しないというソ連の意向を背景に、
NPT 交渉が進展し、同年 12 月には、NPT 第 1 条に関する暫定合意に至る。さらに、1967 年 1 月以降、
ジョンソン政権が西ドイツや同盟諸国に対する暫定合意案を含めた NPT 草案の説明を重ねた結果、NPT



























































平成 25 年 6 月 6 日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本
論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。なお、学力の確認は、著者
が「人文社会科学研究科論文審査等実施細則」第 10 条（ 1 ）に該当することから免除し、審議の結果、
審査委員全員一致で合格と判定された。 
 よって著者は、博士（国際政治経済学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。 
